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※必要に応じて利用実績等を勘案
何人になる 

：ニーズ調査を活用して『量の見込み』を出すもの

全 体 

（ニーズ調査後の話）

算出等の「手引き

需給計画の対象となる「子ども・子育て支援」

・『事業』、２つのサービスから構成

等を利用した場合の経費に対し支給する

のうち、「子どものための教育・保育給付」

在宅で子育てをする家庭も含め、あらゆる子育て世帯のさまざまなニーズに応える
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『事業』

○放課後児童健全育成事業
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○一時預かり事業

○延長保育事業

○妊婦健康健診
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【主に乳幼児期】

【妊娠期～主に乳児期】
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【そ

○実費徴収に係る補足給付を行う事業
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『量の見込み

※「対象児童数」×「利用意向率」

等により算出 

※「家庭類型」、「年齢区分」ごとに作成
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【就学前・就学児】 
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、２つのサービスから構成 

『給付』による支援のこと。

「子どものための教育・保育給付」のこと。)

在宅で子育てをする家庭も含め、あらゆる子育て世帯のさまざまなニーズに応える

による支援のこと。

地域子ども・子育て支援事業)

 

 

 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

 

それぞれ 

の支援に、

これだけ 

必要！ 
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のこと。 

) 

在宅で子育てをする家庭も含め、あらゆる子育て世帯のさまざまなニーズに応える

のこと。 

) 

 

の支援に、 
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